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研究要旨 健康日本21（第二次）の基本姿勢となるなど、地域のソーシャル・キャピタル

を醸成することで健康増進を図る「地域づくり型」の保健施策の重要性が高まっている。

しかしソーシャル・キャピタルの概念には誤解や誤用が多く、その醸成手法も発展途上で

ある。そこで本研究は、地域づくり型の保健施策を進めるために、まずソーシャル・キャ

ピタルの概念を整理し、その醸成方法の在り方を検討すること、そして、介護予防を例と

して自治体との連携により実際に地域のソーシャル・キャピタルの醸成を行うことで、そ

の課題や手法についての知見を得ることを目的とした。 

 初年度に文献研究を行った。地域づくり型の公衆衛生活動においては、コールマンやパ

ットナムによる定義に基づき、グループメンバー同士やグループ同士の良好な関係性を追

求するような、集団の凝集的特性としてのソーシャル・キャピタルの醸成を進めることが

概念的に合致していた。住民同士のつながり醸成を各課バラバラに行うことは不効率で弊

害も多いことから、まずは自治体内の各部署の横断的な連携システムを作ることが重要で

あると考えられた。 

これを受けて、熊本県御船町および兵庫県神戸市において多部署連携会議の立ち上げと

継続にかかわり、参与観察した。いずれの自治体でも初年度に部署間連携組織がたちあげ

られ、次年度に定例会議化、最終年度には民間企業との連携が加わり、実際にモデル地区

において住民の自主的運営による高齢者の「集いの場」が複数誕生した。両自治体におい

て、厚労省第4回「健康寿命のばそう！アワード」受賞に結び付くなどの成果が出た。 

マネジメント上も前進した。御船町では介護保険事業計画に閉じこもりの地域間格差の

縮小が目標値として盛り込まれた。神戸市では民間企業の参入による住民主体の介護予防

カフェが設立、また業務ビッグデータ活用による地域の保健診断のためのデータ利用シス

テムができた。この連携をベースとして、情報端末などを活用した新たな住民主体の集い

の場の事業が始まるなど、住民レベルのソーシャル・キャピタル醸成に貢献した。 

アンケート調査により得られたデータからは、高齢者の社会参加の進め方に示唆を与え

る複数の学術的成果が得られた。 

ソーシャル・キャピタルの育成には、幅広い官民の組織連携が有効であり、その好事例

の作成に貢献した。今後の普及に向けては、今回研究者が担当したような連携や地域診断

データの活用に関するアドバイザー機能およびコーディネーションの支援機能を担う地域

の人材や担当機関が育成されることが求められる。 

 



 

A. 研究目的

ソーシャル・キャピタル

保健医療分野でも大きく注目され、健康日本

２１（第二次）でも強調されている

ャル・キャピタルは

する健康格差対策上も重視されている

いった動向を受けて、地域ではソーシャル

キャピタルの醸成を目指す活動への関心が高

いが、概念的に複雑であること、醸成のノウ

ハウが知られていないことから、十分に浸透

していない。そこで本研究では、ソーシャル

キャピタル理論

ーにより概念整理を行うこと、

自治体とタイアップして効果的なソーシャ

ル・キャピタルの醸成を試み、その成功事例

を作成することで、今後の保健活動に資する

ことを目的とした（

 

図１ 本研究の概念図

 

B． 方法

本研究では、研究班メンバーがこれまで実

施してきた高齢者の全国調査の枠組みを活用

して、高齢者保健・介護予防を事例として取

り上げた。
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携構築後

開発した、多部署連携会議等で役立つ地域診

断ツールを改良するために、（２）地域格差・

所得階層間格差の観点から地域診断を行い、

取り組むべき課題の優先順位付けを可能にす

るツールを開発した。さらに、（３）地域の

ソーシャル

担うことが示唆されている災害からの回復

力：レジリエンスに着目し、ソーシャル

ャピタルが地域のレジリエンスと同関連する

課を検討し、将来の地域のレジリエンス・マ

ップへの応用可能性について検討した

ch, 2012)
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めの会議のファシリテーション手法に
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条件」に基づき考察した。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究は日本福祉大学倫理審査委員会および

東京大学医学部倫理審査委員会の許可を得て

実施した。 

 

C. 研究結果  

＜25年度＞  

１） 自治体における地域づくり型の保健

活動におけるソーシャル・キャピタルの

概念の活用法についての理論的研究  

 ブリュデューなどが定義する，個人が社会

関係を通じて得られる資源，としての定義が

ある一方で，健康日本21（第二次）などが目

指す地域づくり型の公衆衛生活動においては，

コールマンやパットナムによる定義に基づき，

グループメンバー同士やグループ同士の良好

な関係性を追求するような，集団内における

関係の凝集的特性を意味する，「集団レベル

のソーシャル・キャピタル」の醸成を進める

ことが概念的に合致していた．  

その推進のためには，保健関係の分野にと

らわれず，幅広く，自治体内の多部署や住民

組織，民間団体が参集するような連携組織の

運営を行うことが有効なアプローチであると

考えられた．一方，これまでの事例を見る限

り，住民組織との連携については多くの事例

がみられるものの，特に自治体内の部署間連

携について，その事例がほとんど見られてい

ないなど，今後目指すべき方向性が確認され

た．また，集団レベルのソーシャル・キャピ

タルには負の側面があることを踏まえ，地域

の文化や慣習を十分に把握したうえでの地域

づくりを進めることの重要性も確認された．  

 

２） 自治体における多部署・官民連携体

制の構築による地域づくり型の介護予防

対策の推進に関する研究  

ソーシャル・キャピタルに関する概念整理

の結果を踏まえて，神戸市，御船町の担当職

員らとの準備を進め，保健や介護の枠を超え

た幅広い部署出身のメンバーを含めた多部署

連携会議をそれぞれ発足した．   

 

３） データに基づく地域診断ツール：JAG

ES-HEART2010を用いた神戸市のベンチ

マーキング  

ベンチマーキングの結果，神戸市の指標は，

参加31自治体の中では全般的に良好な傾向で

あったが，女性の喫煙・健診未受診者の割合・

会やグループの参加率や交流などが調査全体

の平均よりも低く、課題として認識された。

個尿な「見える化」によるベンチマーキング

の有効性が明らかになった。  

 

４） 介護予防事業の優先地域を選定する

ためのツール開発に関する研究  

作成した「介護予防事業実施対象地区選定

シート（version2.1）」を用いて，実際に神戸

市の第6期介護保険事業計画の策定に向けた

取り組みの中で，そのツールを用いて「モデ

ル地区」を選定するために活用した．各行政

区の担当者が同ツールを使って地域診断を行

い，他の地域情報と併せて市の担当者に報告

し，最終的に，介入予定地区，つまり「モデ

ル地区」として4地区を選定した．   

 

５）JAGES2013年調査結果：神戸市と御船町  

 神戸市では，65歳以上の住民15,705名に対

して郵送調査を行い，73.7%から回答を得た．

御船町では ,65歳以上の高齢者2,000人に調査

票を配布し，回収率は70.8%であった．   

 

６）自治体における多部署連携を進めるため

の会議のファシリテーション手法に関する研



究：「一人からみんな（１-２-４-ALL）」手

法の活用  

 「一人からみんな」の手法を用いたのは多

部署から集まった12名の地域包括ケア推進会

議であった．自主防災組織の活用による地域

づくりというテーマに関して，まず5分間，そ

れぞれが一人で意見をまとめ，次に2人ペアで

それをシェアし，さらにペア同士をくっつけ4

人グループとして意見出しをした後，フロア

全体での討論をした．この手法によって，す

べての人が必ず自身の意見をもち，それを発

言する機会を提供することができた．全体で5

0分のセッションの中で，一定の量の課題や取

り組み案を出すことができた．  

 これらの技術をまとめたリーフレットを作

成して、インターネット上で公開した（http:/

/www.jages.net/#!about-3/c1qza）。  

 

＜26年度＞  

１）市町村における多部署連携のあり方につ

いての研究  

 御船町の多職種連携会議参加者を対象とし

た質問紙調査を行い、18名が回答した。「以

前よりも、役場の人と仕事の悩みを相談しや

すくなった」「他部署がどんな仕事をしてい

るのか以前よりも分かるようになった」「高

齢者の問題は、いろいろな部署で共通してい

ると思った」「似たような事業は一緒にでき

たら良いなと思った」「事業の計画や実施の

効率が上がった」といった項目について、多

くの賛同が得られた一方、「かえって仕事が

増えた」については約８０％がそうは思わな

い、と回答した。  

 一方で、会議の効果をさらに高める方法と

して、「今のような感じの場で良いと思う」

という回答が６６％に達した一方で、「この

場での議論を役場内にも広く知らせるべき」

「この場での議論を住民にも広く知らせるべ

き」「会議メンバーによらず、役場内のいろ

いろな人が参加できる交流の場があるべき」

「会議の参加メンバーの形式にとらわれない

交流の場があるべき」「参加部署をもっと増

やすべき」「住民組織の代表も時には呼んだ

方が良い」であること、といった改善点に関

する項目に多くの同意が示された。  

 

２）地域における多職種連携推進のための地

域診断ツールの開発に関する研究：地域格

差・所得階層間格差の視点による優先順位づ

け手法の検討  

農村部のB町の旧小学校区10地区における

格差では、「閉じこもり」の割合の所得階層

間格差が最も大きく、男性4.26倍、女性2.06

倍であった。A市の所得階層別の格差は、健

診未受診の人の割合も、高所得層より低所得

層において、男性16.6%、女性9.5%ポイントで

あった。割合の比で顕著な差があったものを

見ると、高所得層に対して低所得層での「う

つの人の割合」が男性4.60、女性4.43倍であっ

た。  

前期高齢者と後期高齢者に分けて、30自治

体間のJAGES-HEART指標における割合の差

と割合の比を算出したところ、割合の差が大

きかった指標は、抑うつであった。  

 

３）ソーシャル・キャピタルに着目したレジ

リエンス・マップの開発に向けた基礎的検討  

ソーシャル・キャピタル関連指標やうつ・

閉じこもり割合などの指標には，例えば前期

高齢者のボランティア参加率で1.7～10.7％な

ど小さくない市町村格差が見られ，指標間に

は中等度～高度の相関（R＝0.5～0.8）を示す

ものがあったことから，レジリエンス・マッ

プ開発の可能性が示唆された．一方，同じ市

町村の保健師と高齢者からえられたソーシャ

ル・キャピタル関連指標には基準関連妥当性



は認められ

図2 

 

＜27年度＞

１）御船町

引き続き連携会議が進められた。

り対策の優先地区に選ばれた

越地区での

という新しい

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

よる自主運営が根付くなど大きな

れた。廃校の校舎

サービス・

り上げるなど

おける住民主体の活動を促すための

て、熊本県からの

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（健康局長賞）

に結び付いた。

年度の後半には

け皿としての

層議体結成に向けた準備会議が

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

部会の立ち上げが決定するなど、

プへの足掛かりが

究班による地域診断データ

高齢者保健課題

 

２）神戸市

認められなかった（図

年度＞  

１）御船町でのソーシャル・キャピタル醸成

引き続き連携会議が進められた。

の優先地区に選ばれた

での活動については、「ほたるの学校」

という新しい集いの場が誕生し、１年で参加

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

よる自主運営が根付くなど大きな

れた。廃校の校舎を活用した

・会食会の活動

り上げるなど軌道にのっていた。

住民主体の活動を促すための

て、熊本県からの助成

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（健康局長賞）

に結び付いた。  

年度の後半には介護保険の

け皿としての行政と事業者、

層議体結成に向けた準備会議が

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

部会の立ち上げが決定するなど、

プへの足掛かりができた

究班による地域診断データ

高齢者保健課題が共有された

２）神戸市でのソーシャル・キャピタル醸成

（図2）。  

でのソーシャル・キャピタル醸成

引き続き連携会議が進められた。

の優先地区に選ばれた中山間地域

活動については、「ほたるの学校」

集いの場が誕生し、１年で参加

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

よる自主運営が根付くなど大きな

を活用した弁当作りと

活動も毎回１００食を売

軌道にのっていた。

住民主体の活動を促すための

助成金獲得にもつながった。

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（健康局長賞）

介護保険の新

行政と事業者、NPO

層議体結成に向けた準備会議が

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

部会の立ち上げが決定するなど、

できた。準備会議では本研

究班による地域診断データを活用して、

が共有された。

でのソーシャル・キャピタル醸成

 

でのソーシャル・キャピタル醸成

引き続き連携会議が進められた。閉じこも

中山間地域・水

活動については、「ほたるの学校」

集いの場が誕生し、１年で参加

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

よる自主運営が根付くなど大きな成果がみら

弁当作りと配食

も毎回１００食を売

軌道にのっていた。過疎地域に

住民主体の活動を促すための資金とし

金獲得にもつながった。

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（健康局長賞）

新総合事業の受

NPO等との第一

層議体結成に向けた準備会議が開催された。

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

部会の立ち上げが決定するなど、次のステッ

。準備会議では本研

を活用して、町の

。  

でのソーシャル・キャピタル醸成

 

でのソーシャル・キャピタル醸成  

閉じこも

・水

活動については、「ほたるの学校」

集いの場が誕生し、１年で参加

者が３０人から５０人ほどに膨らみ、住民に

みら

配食

も毎回１００食を売

過疎地域に

資金とし

金獲得にもつながった。 

同町のこれらの取り組みは厚労省「健康寿

命のばそう！アワード」受賞（健康局長賞）

総合事業の受

第一

た。

今後の具体化に向けて、官民連携による作業

次のステッ

。準備会議では本研

町の

でのソーシャル・キャピタル醸成  

モデル

の事業

りでは、

間企業との

キャナルタウン

ン）づくり事業の評価のために

査を実施し

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

との比較をした。

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

された

最近

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）

 これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

は、第

業部門

 

３）

調査データを用い

者の社会参加

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

て異なることが明らかになった

 #532

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

という結果も見られた。

 

D

3

った。

%

モデル４地区で

の事業引き続き

りでは、飲料メーカーや通信事業者などの

間企業との連携が進んだ。

キャナルタウン

ン）づくり事業の評価のために

査を実施した

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

との比較をした。

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

された（下図）

最近2か月間で、「増えた」「やや増えた」と

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）

これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

は、第4回健康寿命をのばそう！アワードの企

業部門・優良賞を得た。

３）実証研究

調査データを用い

者の社会参加

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

て異なることが明らかになった

#5328}。また、参加しているグループメンバ

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

という結果も見られた。

 

D. 考察  

3年間の研究の結果、次のことが明らかにな

った。  

0
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キャナル：非参加（

キャナル：体力測定会（

西区：体力測定会（

４地区で住民主体の集いの場づくり

引き続きが進められた。

飲料メーカーや通信事業者などの

連携が進んだ。

キャナルタウン団地地区では

ン）づくり事業の評価のために

た。アンケート結果はサロンを開

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

との比較をした。アンケート結果から、サロ

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

（下図）。  

か月間で、「増えた」「やや増えた」と

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）

これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

回健康寿命をのばそう！アワードの企

・優良賞を得た。

実証研究  

調査データを用いた実証研究

者の社会参加と健康リスクとの関係の強さが

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

て異なることが明らかになった

。また、参加しているグループメンバ

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

という結果も見られた。

年間の研究の結果、次のことが明らかにな

キャナル：非参加（n=360） キャナル：カフェサロン・遊楽館（

キャナル：体力測定会（n=60） 西区：非参加（

西区：体力測定会（n=75）

住民主体の集いの場づくり

が進められた。集いの場づく

飲料メーカーや通信事業者などの

連携が進んだ。対象４地区の一つ、

地区では集いの場（サロ

ン）づくり事業の評価のためにアンケート調

。アンケート結果はサロンを開

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

アンケート結果から、サロ

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

か月間で、「増えた」「やや増えた」と

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）

これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

回健康寿命をのばそう！アワードの企

・優良賞を得た。  

実証研究により

と健康リスクとの関係の強さが

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

て異なることが明らかになった{Ashida, 2016

。また、参加しているグループメンバ

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

という結果も見られた。  

年間の研究の結果、次のことが明らかにな

キャナル：カフェサロン・遊楽館（

西区：非参加（n=482）

住民主体の集いの場づくり

集いの場づく

飲料メーカーや通信事業者などの民

対象４地区の一つ、

集いの場（サロ

アンケート調

。アンケート結果はサロンを開

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

アンケート結果から、サロ

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

 

か月間で、「増えた」「やや増えた」と

答えた者の割合（ソーシャル・サポート）  

これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

回健康寿命をのばそう！アワードの企

により、高齢

と健康リスクとの関係の強さが

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

{Ashida, 2016

。また、参加しているグループメンバ

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

年間の研究の結果、次のことが明らかにな

キャナル：カフェサロン・遊楽館（n=24）

住民主体の集いの場づくり

集いの場づく

民

対象４地区の一つ、

集いの場（サロ

アンケート調

。アンケート結果はサロンを開

催しない対照地区とした西区の団地のデータ

アンケート結果から、サロ

ンや体力測定会などの事業への参加者は、健

康状態や心理社会的状態が改善したことが示

 

か月間で、「増えた」「やや増えた」と

 

これらのカフェ事業に参画したネスレ日本

回健康寿命をのばそう！アワードの企

、高齢

と健康リスクとの関係の強さが

個人の社会経済的背景（所得や学歴）によっ

{Ashida, 2016

。また、参加しているグループメンバ

ーの属性が多様なほど、抑うつの人が少ない、

年間の研究の結果、次のことが明らかにな



１）まず文献研究からは、公衆衛生におい

ては、社会や地域の特性としてのソーシャ

ル・キャピタル概念が特に注目されてきたこ

と、それは、地域の社会環境を改善すること

で保健課題の解決を目指す公衆衛生の立場か

らして自然なことであると思われた。地域の

ソーシャルキャピタルを醸成するには、部署

間や官民の連携が欠かせない。住民組織の直

接的な育成を目指すことも大切であるが、ま

ずは組織連携基盤を作ったうえで進めるべき

であることが確認された。  

２）このことを踏まえて、2つの自治体で実

際に組織連携のアプローチによるソーシャル

キャピタル醸成の事例づくりを行った。参与

観察を通して、次のことが明らかになった。  

まず、（１）自治体規模の大小にかかわら

ず、関係機関の顔の見える関係づくりが、住

民組織の育成等の活動を進める際の基盤とな

る可能性がある。御船町のような小規模な自

治体では、町の行政機関内の各部署の代表者

に直接声掛けをして集まり連携会議を実施す

るというアプローチが有効であった。一方、

神戸市のような大規模な自治体では、まず保

健セクター内の縦の連携を構築することが求

められ、市と各行政区の担当者との連携会議

が進められた。大規模な自治体では、一挙に

幅広い連携を構築するのは難しいため、保健

セクターと、連携のパートナー候補との１対

１の関係でwin-winの関係を探る、といったプ

ロセスのほうが、一挙に多様な部署に連携を

呼びかけるよりも実効性が高いように見受け

られた。  

また、（２）組織連携のための会議の場な

ど、多様なメンバー間で目標や課題の共有を

進める際に、塗り分け図などでわかりやすく

地域の状況に関する情報を見える化した資料

が大いに役立つ可能性がある。御船町では、

客観的なデータを基に、実際に長期的な閉じ

こもり対策に関するゴール設定ができた。  

連携に際しては、（３）連携するかく組織

にとって利益になる落としどころを共同作業

により見出す頃が重要であり、そのためには

（４）時に保健や介護、というこちら側の価

値観を相対化して一歩引いた形で参画する態

度も求められると考えられた。  

疫学データを用いた実証分析の結果からは、

高齢者の社会参加を促す際に、個人の社会経

済状況へ配慮する必要性が示唆された。また、

住民組織の育成の際には組織メンバーが多様

なグループのほうがメンバーの健康との関連

が強い可能性が示された。  

 

＜結論＞  

規模の違う２つの自治体において、組織連

携の推進を足掛かりとして地域のソーシャ

ル・キャピタル醸成を進め、一定の成果を得

た。今回は、研究者が連携や地域診断データ

の活用に関するアドバイザー機能とコーディ

ネーション支援の機能を担った。全国の市町

村で学術機関が同様の役割を担うことは不可

能であることから、今後の普及に際しては地

域のソーシャル・キャピタル醸成のスキルの

向上が求められよう。しかし市町村だけでそ

れを完結するのは難しいことから、市町村自

治体のアドバイザーを務める機関が必要と思

われる。法的根拠のある保健所等がその候補

である。保健所等のアドバイス能力・コーデ

ィネーションの向上が求められる。  

 

E. 健康危機情報  

 特になし。  
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2016.01.22）  

15. 長谷田真帆 , 近藤尚己 , 高木大資 , 近藤

克則：ソーシャル・キャピタルは高齢

者の抑うつ格差を縮小するか：JAGES

横断データを用いたマルチレベル分析 

（ポスター発表 , P1-065, 抄録集p.101, 
2016.01.22）  

16. 柳奈津代 , 藤原武男 , 羽田明 , 近藤克

則：子ども期の社会経済的地位（SES）
と高齢期の睡眠障害  -抑うつと睡眠薬

服用は関与しているか- （ポスター発

表 , P1-099, 抄録集p.109, 2016.01.22）  

＜第74回日本公衆衛生学会  （長崎 , 長崎ブリ
ッ ク ホ ー ル ・ 長 崎 新 聞 文 化 ホ ー ル , 

2015.11.4-6 ）＞  

シンポジウム22『子どもの貧困と健康』藤

原武男：「子どもの貧困と健康：疫学の視点

から」  

シンポジウム23『ヘルスサービスリサーチ

の現状と展望』近藤克則：  座長  

村田千代栄：「医療アクセスの関連要因－

JAGESプロジェクトの知見を中心に－」  

シンポジウム25『「健康格差の縮小」をど

う進めるか－健康格差対策の7原則』 近藤克

則：座長  

1. 近藤尚己：「健康格差対策を＜はじめ

る＞＜考える＞原則」  

2. 稲葉陽二：「健康格差の7原則」の第５

原則「重曹的対策」について  

3. 尾島俊之：「健康格差対策を＜動かす

＞原則」  

4. 岡田尚：「神戸市における介護予防の

取り組みー健康格差縮小に向けて  

＜医療経済フォーラム・ジャパン第14回公開

シンポジウム＞  

  《地方創生における医療・介護の役割》  

  近藤克則：「高齢者の社会参加による地

方創生  －予防医学の視点から」  

  （東京プリンスホテル2階プロビデンスホ

ール2015.10.22）  

＜日韓国交正常化50周年記念日本福祉大学・

延世大学第10回日韓定期シンポジウム＞  

高齢社会における医療・福祉・介護制度改

革の課題と展望：近藤克則：「地域包括ケア

と保健医療福祉政策」（日本福祉大学  東海キ
ャンパス  S401教室 , 2015.10.17, 主催：日本福

祉大学  延世大学医療福祉研究所 , 共催：駐名

古屋大韓民国総領事館）  

＜第 11回グローカルカフェ，佐久総合病 , 

2015.7.2＞  

1. 近藤克則：佐久のソーシャル・キャピ

タル（SC）は豊かなのか？－仮説検証

に必要なもの  

＜第30回  日本国際保健医療学会東日本地方

会，佐久総合病院 , 長野県，2015.6.20＞  

1. 近藤克則：アジアへの示唆－超高齢化

先進国日本における社会疫学・予防医

学研究の立場から「加速するアジアの

高齢化にどう立ち向かうか」（抄録集

p30）  

＜第20回  日本老年看護学会学術集会，パシフ



ィコ横浜，神奈川，2015.6.12-14＞  

1. 近藤克則：教育講演，「高齢者の保健・

医学における『見える化』  

＜第29回日本医学会総会，国立京都国際会館，

京都，2015. 4.13＞  

1. 近藤克則：格差指標からみた我が国の

水準。企画4「健康格差社会の是正を目

指して」  

＜World Health Summit:Kyoto2015：JAGES共

催シンポジウム「ソーシャル・キャピタルと

健康長寿」が開催 ,  2015.04.13-14＞  

1. K. Kondo: Social Connectedness and 
Healthy Aging. In Symposium at World 

Health Summit Regional Meeting Asia, 

Kyoto, 14 April 2015 

＜東京国際フォーラムにて「災害とソーシャ

ル・キャピタル」   2015.02.15＞  

【2014年度】  

1. 近藤尚己：災害復興に向けたソーシャ

ル・キャピタル醸成のための環境整備  

2. シンポジウムオーガナイザー．「いのち

の格差を乗りこえるシンポジウムｉn

山梨」2014 年 12 月 6 日．山梨県立大

学大ホール．  

3. 講演「地域の集いの効果とは」神戸市

波多淡河地区まちづくりボランティア

研修会 波多淡河 JA 会館．2014 年 12

月 3 日  

4. セミナー講師．平成 26 年度 健康づく

り事業推進指導者養成研修【テーマ 23】

今なぜ、ソーシャルキャピタルか？「ソ

ーシャルキャピタルと地域の健康」「地

域づくりによる健康格差対策の進め方」

2014年 12月 1日．東京都健康プラザ  ハ

イジア．  

5. 「医療現場で進める SDH アプローチ」

健康の社会的決定要因（SDH）セミナ

ー．2014 年 11 月 30 日．八重洲 AP ホ

ール．   

6. セミナー「公衆衛生における地域力の

醸成」．平成２６年度全国保健師長研修

会．2014 年 11 月 21 日．ホテルメトロ

ポリタン盛岡本館．  

7. 「健康なまち」のつくりかた．第 19 回

静岡健康・長寿学術フォーラム基調講

演．2014 年 11 月 8 日．ふじのくに千

本松フォーラム「プラザヴェルデ」．   

8. 「視覚化した健康格差情報に基づく地

域づくり」日本公衆衛生学会学術総会

シンポジウム．11 月 6 日．ホテルニュ

ーみくら．  

9. オーガナイザー．日本公衆衛生学会学

術総会自由集会「ソーシャルキャピタ

ル：応用編」2014 年 11 月 5 日．宇都

宮共和大学  宇都宮シティキャンパス． 

10. 「健康格差対策における健康影響予測

評価：HIA への期待」日本公衆衛生学

会学術総会シンポジウム「健康影響予

測評価  (health impact assessment)と地

域保健  ：理論と実践」．2014 年 11 月 5

日．宇都宮東武ホテルグランデ . 

11. 「ソーシャル・キャピタルと健康最近

の研究紹介」日本公衆衛生学会学術総

会自由集会「ソーシャルキャピタル：

基礎編」2014 年 11 月 4 日．宇都宮共

和大学  宇都宮シティキャンパス．  



12. 基調講演「支えあいでつくる健康長

寿・新潟市」市民講座～「健康とくら

しの調査」から見える地域の健康度～．

2014 年 11 月 3 日．新潟日報メディア

シップ日報ホール．  

13. 講演「生きデイでいつまでもいきいき

と！～地域の集いの効果にせまる～」

神戸市健康推進委員研修会．  2014 年

10月 28日．兵庫県農業会館大ホール．  

14. 健康と暮らしの調査から見えてきたこ

と～健康いきいき御船町のために～．

御船町民生委員定例会報告会基調講演．

2014 年 10 月 11 日．御船町文化交流セ

ンター．  

15. 近藤尚己．これからの健康・介護予防

政策：健康格差社会と自治体．自治体

議会政策学会第１５回自治政策講座．

神奈川県民ホール（神奈川県）．平成２

５年５月１３日．  

16. 近藤尚己．健康格差へのアプローチ〜

今、保健師活動に求められるもの〜潟

市保健所  

17. 近藤尚己．健康格差の可視化と継続モ

ニタリング：国内での取り組み状況．

シンポジウム「健康格差の「見える化」」

第  51 回日本医療・病院管理学会学術

総会．平成２５年９月２７日．京都大

学百周年時計台記念館（京都府）  

18. 「ソーシャル・キャピタル理論：公衆

衛生の研究と実践のために」第 243 回 

順天堂大学衛生・公衆衛生合同ゼミナ

ール．2014 年 5 月 19 日．順天堂大学

医学部  

19. 人とのつながりと健康．さるはし診療

所健康友の会新春のつどい 2014 年 4

月 14 日．さるはし診療所、山梨  

20. Naoki Kondo. Physical and Social Envi

ronment and depression: 1.5 Years afte

r the 2011 Great East Japan Earthquak

e. The 5th annual meeting of the Inter

national Society for Social Capital Res

earch, Turku, Finland, June 3, 2013. 

21. Naoki Kondo. Physical and Social Envi

ronment and depression: 1.5 Years afte

r the 2011 Great East Japan Earthquak

e. PeSeTo International meeting. Seoul 

(S. Korea). May28th, 2013. 

22. （招待講演）近藤尚己「これからの健

康・介護予防政策：健康格差社会と自

治体」自治体議会政策学会第15回自治

政策講座．神奈川県民ホール（神奈川

県）．平成25年5月13日．  

23. （招待講演）近藤尚己「日本はなぜ健

康になったか？地域の取り組みと国の

政策の貢献」ハーバード大学公衆衛生

大学院武見国際保健プログラム設立  3

0 周年記念シンポジウム．日本医師会

大講堂（東京都）平成25年11月23日．  

24. （招待講演）近藤克則「健康格差社会

と地域における健康づくり」宮城県看

護協会研修会．平成25年10月5日．宮城

県看護協会（宮城県）．  

25. （招待講演）近藤尚己「支えあいでつ

くる  

健康長寿・御船町」平成25年11月26日．

御船町カルチャーセンター．  

 

H. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得なし  



2. 実用新案登録なし  

3. その他なし  
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表１ 部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差部署間連携会議に使用した地域診断ツール例：御船町における各指標の地域間格差  

 


